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６ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Nishio Shojiro, President,
Osaka University
 Classification of the services to be pro‑
cured : 41
 Subject matter of the contract : Construc‑
tion work of a multistory parking lot,
Osaka University
 Time‑limit for the submission of applica‑
tion forms and relevant documents for the
qualification : 5 : 00 P.M. 5, February, 2020

 Time‑limit for the submission of tenders :
12 : 00 A.M. 23, March, 2020 (tenders sub‑
mitted by mail : 12 : 00 A.M. 23, March,
2020)
 Contact point for tender documentation :
Facilities Planning Division, Osaka
University, 11 Yamadaoka Suita‑shi,
Osaka, Japan 5650871 TEL 066879
7116

 落札者の決定方法 上記３に定めると
ころに従い、評価値の最も高い者を落札者と
する。ただし、落札者となるべき者の入札価
格によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がなされないおそれがあると
認められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととなる
おそれがあって著しく不適当であると認めら
れるときは、予定価格の制限の範囲内の価格
をもって入札した他の者のうち評価値の最も
高い者を落札者とすることがある。
 本工事に係る技術提案書等の提出にあたっ
て、ＶＥ提案により施工しようとする場合は、
その内容を示した技術提案書を提出するこ
と。ただし、ＶＥ提案が適正と認められなかっ
た場合においては、標準案により入札に参加
できる。また、標準案に基づき施工しようと
する場合は、標準案によって入札に参加する
旨を記載すること。（詳細は入札説明書）
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者等
の専任制違反の事実が確認された場合、契約
を結ばないことがある。なお、種々の状況か
らやむを得ないものとして承認された場合の
外は、申請書の差替えは認められない。
 契約書の作成の要否 要。
 施工体制の審査のため、ヒアリングを実施
するとともに、ヒアリングに際して追加資料
の提出を求めることがある。
 「ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施工計画」
及び「工事全般の施工計画」の採否は競争参
加資格の確認の通知に併せて通知する。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格を有していない者の参加
上記２に掲げる一般競争参加資格を有し
ていない者も上記４により申請書及び資料
を提出することができるが、競争に参加する
ためには、開札の時において、当該資格の認
定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受け
ていなければならない。
 手続における交渉の有無 無
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 詳細は入札説明書による。

入札公告（建設工事）の訂正
令和２年１月 22 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 良峰 透

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 掲載日 令和２年１月８日（号外政府調達第
３号・114～115ページ）
２ 訂正内容
工事名
Ⅰ 首都圏中央連絡自動車道 下万田高架橋
（鋼上部工）工事

Ⅱ 首都圏中央連絡自動車道 横町高架橋
（鋼上部工）工事
２ 競争参加資格中、「かつ、当該資格の認
定の際に算定された経営事項評価点数が1200
点以上である者。（上記の再認定を受けたものに
あっては、当該再認定の際に、経営事項評価点
数が1200点以上であること。）または、経営事
項評価点数が1200点以上である者による２者
で構成された特定建設工事共同企業体（以下、
「特定ＪＶ」）であること。」を「かつ当該資格の
認定の際に算定された経営事項評価点数1300点
以上である者。（上記の再認定を受けたものに
あっては、当該再認定の際に算定された経営事
項評価点数が、1300点以上であること。）又は経
営事項評価点数が1200点以上である者による２
者若しくは３者で構成された特定建設工事共同
企業体（以下「特定ＪＶ」という。）であること。」
に訂正する。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和２年１月 22 日
独立行政法人国立病院機構
栃木医療センター院長 長谷川親太郎

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 09
〇第 02602 号（№02602）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 導入計画物品及び数量 病院情報システム
一式及び７年間の保守業務委託
 調達方法 購入等
 導入期限 令和３年度第２・四半期
 納入場所 独立行政法人国立病院機構栃木
医療センター
 調達に必要とされる基本的な要求要件 詳
細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記1.の物
品に関する一般的な参考資料等の提供を招請す
る。
 資料等の提供期限 令和２年２月28日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3208580 栃木県宇都宮市中戸
祭１1037 独立行政法人国立病院機構栃
木医療センター経営企画室長 渡邉 恵一
電話0286225241

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和２年１月23日から令和２年
２月27日まで。
 交付場所 上記２に同じ
４ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the product to be

purchased : Hospital Information System 1

Set and system maintenance commission

for 7 years

 Type of the procurement : Purchase

 Basic requirements of the procurement :

Refer to the instructions for detail

 Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 5 : 00 PM February 28,

2020

 Contact point for the notice : Keiichi

Watanabe, Director, Corporate Planning

Office, National Hospital Organization

Tochigi Medical Center, 11037 Na‑
katomatsuri, Utsunomiya‑city, Tochigi‑ken

3208580, Japan. TEL 0286225241

意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和２年１月 22 日

法務省大臣官房会計課長 野口 宣大
◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 32 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 連携システム更
改に伴う登記情報システムの機能開発及び切
替支援業務の請負 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和２年２月12日17時00
分（郵送等の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省大臣官房会計課調達第
二係 渡辺 亮 電話0335804128

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和２年１月22日から同年２月
10日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和２年１月24日15時00分
 開催場所 法務省大臣官房会計課入札室
５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Function development and switc‑

hing support service of the registration in‑

formation system in renewing the coopera‑

tive systems, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 12 February, 2020

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